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■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）

都市計画税か
らの充当金額事業費事業内容事業名称都

市
計
画
税
の
使
い
道

１５１０万円６７５１万円桜井区画・南明治区画工区面整備事業下水道事業

５億９８６０万円４４億１０９０万円安城桜井駅周辺特定・安城南明治第一・
第二土地区画整理事業市街地開発事業

１７億１２６９万円２７億１３９８万円公債費（都市計画事業分）公債費
２３億２６３９万円７１億９２３９万円計
入湯税からの
充当金額事業費事業内容事業名称入

湯
税
の

使
い
道

１２１万円７１９６万円観光協会支援事業など観光振興事業

一
般
会
計

歳出（６１５億８８７５万円）歳入（６５０億１４０３万円）
２１１億４１０５万円民生費１３０億１７０５万円個人

市民税

市税

自
主
財
源

９９億１４０６万円土木費５７億７３８０万円法人
９３億６３５１万円教育費１８７億９０８５万円計
７３億８０５６万円総務費１６２億７３７１万円固定資産税
６６億２２１４万円衛生費４１億２６０８万円その他
２６億４３９５万円公債費３９１億９０６４万円計
１９億９７７８万円消防費３８億７６２３万円繰越金
１３億５９１２万円農林水産業費２４億４２３６万円諸収入
５億６３１０万円商工費１０億７０３６万円繰入金
６億３４８万円その他１０億１６１０万円使用料及び手数料

７億９００６万円分担金及び負担金

５億３１２０万円その他の自主財源
７３億３１７５万円国庫支出金

依
存
財
源

３３億６２８８万円県支出金
２３億３００４万円地方消費税交付金
１７億３０５０万円市債
１３億４１９１万円その他の依存財源

市
の
運
営
の
中
心
と
な
る
会
計

歳
入
・
歳
出
は
過
去
最
高
額
に

平
成

年
度
は
、
デ
ン
パ
ー
ク
の

２６

入
園
者
数
が
１
０
０
０
万
人
に
到
達

し
た
ほ
か
、
本
證
寺
境
内
が
国
史
跡

に
指
定
さ
れ
る
な
ど
、
明
る
い
話
題

の
多
い
年
度
と
な
り
ま
し
た
。
本
市

の
財
政
と
し
て
は
、
施
策
の
選
択
と

集
中
に
よ
り
持
続
可
能
な
財
政
運
営

を
行
い
、
健
全
財
政
を
維
持
し
ま
し

た
。そ

の
結
果
、
歳
入

億
円
余（
前

６５０

年
比

％
増
）、歳
出

億
円
余（
前

２.１

６１５

年
比

％
増
）、歳
入
歳
出
差
引
額
は

３.０
億
円
余
で
、
歳
入
・
歳
出
は
い
ず

３４れ
も
過
去
最
高
額
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入
の
内
訳
で
は
、
前
年
度
に
比

べ
、
個
人
市
民
税
が
２
億
円
余
、
法

人
市
民
税
が

億
円
余
、
固
定
資
産

１０

税
が
１
億
円
余
の
増
加
と
な
っ
た
こ

と
か
ら
、
市
税
全
体
で

億
円
余
の

１５

増
加
と
な
り
ま
し
た
。

歳
出
の
内
訳
で
は
、
民
生
費
が
１２

億
円
余
と
大
幅
に
増
加
し
た
一
方
で
、

総
務
費
が
８
億
円
余
の
減
少
と
な
り

ま
し
た
。
歳
出
全
体
で
は

億
円
余

１７

の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

堀堀内公園に整備したふわふわドー堀内公園に整備したふわふわドームム
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財政分析指標でみる安城市
財政力指数（平成２６年度単年度）

１．２５
経常収支比率７３．９％
財政構造の弾力性を示す指標。
より低い方が望ましい。
※全国市町村平均（平成２５年
度）９０.２％

実質公債費比率２．１％
公債費の財政負担状況を示す
指標。１８％を超えないことが
望ましい。

一人当たりの財政状況

７万２９４円個人市民税

３３万２５９０円一般会計で使われた
お金

１５万９２２１円貯金（一般会計基金残高）

９万５９３７円借金（一般会計市債残高）

一人当たりの歳出
１万４２７８円公債費１１万４１６５円民生費

１万７８８円消防費５万３５３８円土木費

７３４０円農林水
産業費５万５６５円教育費

３０４１円商工費３万９８５６円総務費

３２５８円その他３万５７６１円衛生費
※平成２７年３月３１日現在の人口１８万５１７９人
で算出。

財
政
の
豊
か
さ
を
表
す
指
標
に
、「
財
政
力
指
数
」が

あ
り
ま
す
。
１
・

を
超
え
れ
ば
良
好
で
、
指
数
が
高

００

い
ほ
ど
財
政
力
が
強
い
団
体
と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。

本
市
は
前
年
を
０
・

ポ
イ
ン
ト
上
回
る
１
・

で
、

０７

２５

依
然
と
し
て
、
全
国
で
も
数
少
な
い
、
国
か
ら
普
通
交

付
税
の
交
付
を
受
け
な
い
都
市
、
つ
ま
り
財
政
自
立
が

で
き
て
い
る
都
市
の
一
つ
と
な
っ
て
い
ま
す
。

財政状況を人口一人当たりに換算すると、
下表のとおり、貯金額が借金額を上回って
います。歳出では、福祉や子育て支援など
（民生費）に多くの費用を使っています。

安
城
市
は
全
国
で
も
数
少
な
い
、

普
通
交
付
税
の
不
交
付
団
体

（
内
訳
） 水道事業

支出収入区分

２７億８４４０万円３５億８６３３万円
収益的収支

（経営活動により発生
する収入支出）

１２億３０９６万円３億７６０万円
資本的収支

（施設を建設・整備す
るための収入支出）

公
営
企
業

会
計

公
共
の
利
益
を
目
的

に
経
営
す
る「
企
業
」

に
係
る
会
計

歳出歳入会計名（事業）

１４７億１９９万円１５１億７０４７万円国民健康保険

１８０万円２４１万円土地取得

４億６５８０万円５億５２８７万円有料駐車場

４２億１６４４万円４２億１６４８万円下水道

５５９０万円５５９０万円農業集落排水

２３億２５２９万円２３億７８７９万円桜井駅周辺特定土地区
画整理

８０億２７９９万円８０億２８２０万円介護保険

１６億１６２３万円１６億４２７２万円後期高齢者医療

３１４億１１４４万円３２０億４７８４万円計

特
別
会
計
保
険
料
や
使
用
料
な
ど
事
業
内
で
独
自
の
収

入
が
あ
る
も
の
に
係
る
会
計

平平平成成２２７７年２年２月月２２２２日に達成しまし日に達成しましたた
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人口一人当たりに換算した資産・負債額と純資産比率

増減
（+０．６％）

平成２５年度末
（１８万４０７４人）

平成２６年度末
（１８万５１７９人）区分

△１０００円
（０．０％）２９６万円２９５万９０００円一人当たりの資

産額

△２万円
（△６．４％）３１万２０００円２９万２０００円一人当たりの負

債額

+０．６％８９．５％９０．１％純資産比率

※純資産比率＝純資産（アーイ）÷資産（ア）

５４７９億円資産（ア）

市が保有している財産で、平成２７年度以降
の行政サービスに投入・提供できる金額

４５２億９０００万円金融資産
５７億４０００万円資金〈Ａ〉
３３０億３０００万円基金・積立金

２７億７０００万円未収金
（税金など）

３７億５０００万円その他
（定期預金など）

１１９２億２０００万円事業用資産
市役所、学校、総合斎苑、デンパークな
どの土地・建物や物品などの価値

３８３３億８０００万円インフラ資産
道水路、上下水道、ごみ処理施設、公園
などの土地や設備の価値

５４１億６０００万円負債（イ）
資産を形成するために拠出した金額の
うち、借入金など将来世代の負担とし
て残っている金額

４２０億５０００万円市債
４億８０００万円借入金
８４億７０００万円退職給付引当金

３１億６０００万円
その他（民間病
院移転新築事業
補助金など）

純資産（アーイ）〈Ｂ〉
４９３７億４０００万円

資産を形成するために拠出した金額の
うち、これまでの世代がすでに負担し
た金額であり、将来返済する必要がな
いもの

市にどれだけの財産があるか、その内訳がどのようなものかを表しています。
本市の資産は５４７９億円、負債は５４１億円余。資産から負債を差し引いた純資産
が４９３７億円余であることが分かります。

虚連結貸借対照表（バランスシート）平成２７年３月３１日現在

本
市
の
純
資
産
比
率
は
約

％
で
、
将
来

９０

世
代
の
負
担
は
低
く
抑
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

地
方
公
会
計
制
度
改
革
に
基
づ
き
、
企
業
会
計
の
よ
う
に
発
生
主
義
や
複
式
簿
記
の
考

え
方
を
導
入
し
た
平
成

年
度
決
算
版
の
財
務
書
類
を
連
結
ベ
ー
ス
で
作
成
し
ま
し
た
。

２６

出
資
団
体
な
ど
の
関
連
団
体
を
含
め
た
市
全
体
の
財
務
状
況
が
把
握
で
き
ま
す
。

連
結
の
範
囲

市
の
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、
水
道
事
業
会
計
、
衣
浦

東
部
広
域
連
合（
消
防
）、土
地
開
発
公
社
、
安
城
都
市
農
業
振
興
協
会

（
デ
ン
パ
ー
ク
）、社
会
福
祉
協
議
会

※いずれの財務書類も金額を四捨五入しているため、
積み上げ合計と一致しないところがあります。
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７６２億４０００万円経常費用 行政サービスに要した費用
１３１億１０００万円人件費（人にかかるコスト）
１２３億１０００万円物件費（物にかかるコスト）
９３億１０００万円経費（業務委託やサービスにかかるコスト）
１４億２０００万円業務関連費用（利息の支払いなど）
２３０億６０００万円保険給付など（国民健康保険、介護保険など）
１７０億３０００万円民間・市民への補助・扶助など
８９億５０００万円経常収益など 行政サービスの利用者が負担する使用料・手数料など

６７２億９０００万円純経常行政コスト〈Ｃ〉
（一人当たりの純経常行政コスト３６万３０００円）

４８７４億３０００万円平成２５年度末残高
８０２億７０００万円純資産の増加（１）

純資産を増加させた原因
４２６億１０００万円税収
７４億４０００万円社会保険料
１８２億５０００万円国・県などからの補助金
９７億３０００万円負担金や寄附金の受け取り
２２億３０００万円その他
７３９億６０００万円純資産の減少（２）

純資産を減少させた原因
６７２億９０００万円純経常行政コスト〈C〉
４７億５０００万円インフラ資産の減価償却
１９億２０００万円資産の除却など
６３億１０００万円当期変動額（１）－（２）

４９３７億４０００万円平成２６年度末残高〈Ｂ〉

５７億９０００万円平成２５年度末残高

１５８億３０００万円
経常的収支
（行政サービス実施によ
り生じる資金収支）

△１２７億５０００万円
資本的収支
（固定資産の購入や売却
による資金収支）

△３１億２０００万円
財務的収支
（借入や返済により生じ
る資金収支）

５７億４０００万円平成２６年度末残高〈Ａ〉

許連結行政コスト計算書 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

一年間の行政サービスを、どのような形でどれだけ実施したかをコスト面から表しています。
行政サービスに要した費用には、人件費や物件費などの費用と、金銭の給付による支出があります。行

政コストからサービス利用者が負担する使用料・手数料などを引いたものが、純経常行政コストです。市
が提供した行政サービスのうち、税金などで負担した金額となります。

距連結純資産変動計算書
平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

連結貸借対照表（バランスシート）の純資産〈Ｂ〉の、
一年間の増減を表しています。

税収や保険料、国・県からの補助金などで増加し、
行政サービスの実施で減少することが分かります。

鋸連結資金収支計算書
平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

連結貸借対照表（バランスシート）の資金〈Ａ〉
の一年間の増減を表しています。

連結資金収支計算書は市が作成している「歳
入歳出決算書」に類似するもので、市の活動を
現金の動きで把握することができます。

■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）



公
営
企
業
会
計
の
水
道
事
業
会
計

や
特
別
会
計
の
う
ち
、
下
水
道
事
業・

農
業
集
落
排
水
事
業
・
土
地
区
画
整

理
事
業
に
つ
い
て
、
会
計
ご
と
に
比

率
を
算
出
し
て
い
ま
す
。
資
金
不
足

（
赤
字
）の
割
合
を
示
す
指
標
で
す
。
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こ
の
比
率
は
、
赤
字
や
借
入
金
の
額
な
ど
を
も
と
に
、

自
治
体
の「
財
政
の
健
全
さ
」を
数
値
と
し
て
表
し
た
も
の

で
す
。
い
ず
れ
も
、
計
算
し
た
数
値
が
少
な
い
ほ
ど
、
そ

の
自
治
体
の
財
政
は
健
全
な
状
態
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。

早期健全化基準安城市指標

１１．４７％－
（△６．８０％）

①実質赤字比率
（一般会計などの赤字
の割合を示す指標）

１６．４７％－
（△１７．８５％）

②連結実質赤字比率
（全ての会計の赤字の
割合を示す指標）

２５．０％２．１％

③実質公債費比率
（一般会計などが負担
する借入金の返済額
などの割合を示す指
標（３カ年平均））

３５０．０％－
（△８７．７％）

④将来負担比率
（一般会計などが将来
負担すべき借入金の
残高などの割合を示
す指標）

※赤字がない比率は算定されませんが、参考として（ ）内に黒
字の比率を表記しました。

経営健全
化基準安城市会計・特別会計名

２０．００％－

水道事業
下水道事業
農業集落排水事業
安城桜井駅周辺特定土地区画整理事
業
※比率は、各会計の事業の収益に対する割合です。
※いずれの会計も資金不足がないため数値は算定されません。

すべての指標で基準を大きく下回り、市全体の財政状況は極めて健全であると
いえます。
しかし、今後は各種大型事業が控えており、厳しい財政運営が見込まれますが、

引き続き健全財政の堅持を第一とし、持続可能な財政運営に努めていきます。
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■問諮財政課（緯〈７１〉２２１０）

準
的
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入
額
）に
対
す
る
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合
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す
。

法
律
で
定
め
ら
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を
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る

と
、
財
政
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綻
を
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た
め
、
改
善

に
向
け
た
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り
組
み
が
義
務
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け
ら

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
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歳出歳入
支出率予算額款別収入率予算額款別

３５．０％２３４億１２０９万円民生費５５．８％３７６億８５０８万円市税

１８．３％１１３億１３３４万円土木費３７．５％７７億６６３４万円国庫
支出金

３８．５％９８億５５１３万円教育費１５．９％３６億１２４６万円県支出金

２１．６％７２億３８０８万円衛生費０．０％３２億９９１３万円繰入金

３０．２％６１億９５６７万円総務費
６７．０％３２億８０００万円地方消費

税交付金 ４９．５％２６億１４９３万円公債費

３５．６％２２億１０８４万円消防費０．０％２５億９６５０万円市債

４３．５％１４億７２８３万円農林水
産業費１４２．５％２４億３７５万円繰越金

５２．４％８億２７８６万円商工費３１．７％２２億３４８万円諸収入

５１．１％４億６０５２万円議会費
５２．６％９億５１６７万円使用料及

び手数料 ３８．６％１億１４６５万円労働費

０．０％１億２７４８万円その他４１．５％２０億４５０１万円その他

３１．８％６５８億４３４２万円計４８．９％６５８億４３４２万円計

特別会計
支出済額収入済額予算額会計名（事業）
７６億１４８４万円６９億４２４９万円１７９億４９００万円国民健康保険

０円１１０万円５００万円土地取得
８９８６万円１億９９１２万円２億８０００万円有料駐車場

１７億５８２万円６億２３９８万円４３億７１００万円下水道
２０２６万円１２３６万円６３００万円農業集落排水

９億２５２６万円２億４２３０万円２７億３７５０万円安城桜井駅周辺
特定土地区画整理

３６億８２２万円３１億７７４１万円８９億２００万円介護保険
３億２９７７万円６億７９９９万円１７億１２００万円後期高齢者医療
１４２億９４０３万円１１８億７８７５万円３６０億１９５０万円計

公営企業会計（水道事業）
執行済額予算額区分
１５億４４１３万円３２億１６００万円収益的収入
８億１４３万円２９億２３００万円収益的支出
６９０５万円３億３９００万円資本的収入

４億８０２万円１３億２５００万円資本的支出

一
般
会
計

特
別
会
計
・
公
営
企
業
会
計

市有財産

２５１万５４５釈土地

５２万７９４３釈建物

４８万２１００釈山林

５４８７弱立木

３２７０万円有価証券

３３７億７８３５万円基金

市債の現在高
１６５億６４０２万円一般会計

２２１億３４２９万円特別会計

１２億５７８８万円公営企業
会計

３９９億５６１９万円計

９月３０日現在の人口

１８万５６１５人

９月３０日現在の世帯数

７万２１０５世帯

１人当たりの市税

１１万３３３０円

１世帯当たりの市税

２９万１７３８円


